
第五号の二様式（第二条関係 （Ａ４））

建築基準法第６条第４項に規定する期間を延長する旨の通知書

第 号

平成 年 月 日

建築主、設置者又は築造主 様

建築主事 印

下記による確認申請書は、下記の理由により建築基準法第６条第４項に規定

する期間内に確認済証を交付できないので、下記期間の範囲内において同項の

期間を延長することを、同条第 12項の規定により通知します。

記

１．申請年月日 平成 年 月 日

２．建築場所、設置場所又は築造場所

（理由）

（延長する期間）

（備考）



第七号様式（第二条、第二条の二、第三条関係 （Ａ４））

建築基準法第６条第 13項の規定による

適合するかどうかを決定することができない旨の通知書

第 号

平成 年 月 日

建築主、設置者又は築造主 様

建築主事 印

下記による確認申請書は、下記の理由により建築基準法第６条第１項（同法

第６条の３第１項の規定により読み替えて適用される同法第６条第１項）の建

築基準関係規定に適合するかどうかを決定することができないので、同条第 13

項（同法第 87条第１項、第 87条の２又は第 88条第１項若しくは第２項において

準用する場合を含む ）の規定により通知します。。

なお、この処分に不服があるときは、この通知を受けた日の翌日から起算し

て 60日以内に 建築審査会に対して審査請求をすることができます（な

お、この通知を受けた日の翌日から起算して 60日以内であつても、処分の日か

ら１年を経過すると審査請求をすることができなくなります 。また、当該。）

審査請求に対する裁決の送達を受けた日の翌日から起算して６か月以内に

を被告として（訴訟において を代表する者は とな

ります 、処分の取消しの訴えを提起することができます（なお、裁決の送。）

達を受けた日の翌日から起算して６か月以内であつても、裁決の日から１年を

経過すると処分の取消しの訴えを提起することができなくなります 。ただ。）

し、当該処分の取消しの訴えは、当該裁決を経た後でなければ、提起すること

ができません（①審査請求があつた日から３か月を経過しても裁決がないとき

②処分、処分の執行又は手続の続行により生ずる著しい損害を避けるため緊急

の必要があるとき③その他裁決を経ないことにつき正当な理由があるときを除

きます 。。）

記

１．申請年月日 平成 年 月 日

２．建築場所、設置場所又は築造場所

（理由）

（備考）



（ 、 、 、 ）（ ）第八号様式 第一条の三 第二条 第二条の二 第三条の三関係 昇降機用

（Ａ４）

確認申請書（昇降機）

（第一面）

建築基準法第 87条の 2において準用する同法第６条第１項又は第６条の２第

。 、１項の規定による確認を申請します この申請書及び添付図書に記載の事項は

事実に相違ありません。

建築主事又は指定確認検査機関 様

平成 年 月 日

申請者氏名 印

※手数料欄

※受付欄 ※決裁欄 ※確認番号欄

平成 年 月 日 平成 年 月 日

第 号 第 号

係員印 係員印



（第二面）

【１．設置者】
【イ．氏名のフリガナ】
【ロ．氏名】
【ハ．郵便番号】
【ニ．住所】
【ホ．電話番号】

【２．代理者】
【イ．資格】 （ ）建築士 （ ）登録第 号
【ロ．氏名】
【ハ．建築士事務所名】 （ ）建築士事務所（ ）知事登録第 号

【ニ．郵便番号】
【ホ．所在地】
【ヘ．電話番号】

【３．設計者】
（代表となる設計者）
【イ．資格】 （ ）建築士 （ ）登録第 号
【ロ．氏名】
【ハ．建築士事務所名】 （ ）建築士事務所（ ）知事登録第 号

【ニ．郵便番号】
【ホ．所在地】
【ヘ．電話番号】
【ト．作成した設計図書】

（その他の設計者）
【イ．資格】 （ ）建築士 （ ）登録第 号
【ロ．氏名】
【ハ．建築士事務所名】 （ ）建築士事務所（ ）知事登録第 号

【ニ．郵便番号】
【ホ．所在地】
【ヘ．電話番号】
【ト．作成した設計図書】

【イ．資格】 （ ）建築士 （ ）登録第 号
【ロ．氏名】
【ハ．建築士事務所名】 （ ）建築士事務所（ ）知事登録第 号

【ニ．郵便番号】
【ホ．所在地】
【ヘ．電話番号】
【ト．作成した設計図書】

【イ．資格】 （ ）建築士 （ ）登録第 号
【ロ．氏名】
【ハ．建築士事務所名】 （ ）建築士事務所（ ）知事登録第 号

【ニ．郵便番号】
【ホ．所在地】
【ヘ．電話番号】
【ト．作成した設計図書】

【４．工事施工者】
【イ．氏名】
【ロ．営業所名】 建設業の許可（ ）第 号

【ハ．郵便番号】
【ニ．所在地】
【ホ．電話番号】

【５．設置する建築物又は工作物】
【イ．所在地】
【ロ．名称のフリガナ】
【ハ．名称】
【ニ．用途】

【６．昇降機の概要】 （番号 ）
【イ．種別】
【ロ．用途】
【ハ．積載荷重】
【ニ．最大定員】
【ホ．定格速度】
【ヘ．その他必要な事項】

【７．工事着手予定年月日】 平成 年 月 日

【８．工事完了予定年月日】 平成 年 月 日



【９．特定工程工事終了予定年月日】 （特定工程）
（第 回） 平成 年 月 日 （ ）
（第 回） 平成 年 月 日 （ ）

【 ．備考】10



（注意）
１．各面共通関係
数字は算用数字を、単位はメートル法を用いてください。

２．第一面関係
①申請者の氏名の記載を自署で行う場合においては、押印を省略することができます。
②※印のある欄は記入しないでください。
３．第二面関係
① 設置者が２以上のときは、１欄は代表となる設置者について記入し、別紙に他の設
置者についてそれぞれ必要な事項を記入して添えてください。
② 設置者からの委任を受けて申請を行う者がいる場合においては、２欄に記入してく
ださい。
③ ２欄及び３欄は、代理者又は設計者が建築士事務所に属しているときは、その名称
を書き、建築士事務所に属していないときは、所在地はそれぞれ代理者又は設計者の
住所を書いてください。
④ ３欄は、代表となる設計者並びに申請に係る昇降機に係る他のすべての設計者につ
いて記入してください。記入欄が不足する場合には、別紙に必要な事項を記入して添
えてください。
⑤ ４欄は、工事施工者が２以上のときは、代表となる工事施工者について記入し、別
紙に他の工事施工者についてそれぞれ必要な事項を記入して添えてください。工事施
工者が未定のときは、後で定まってから工事着手前に届け出てください。
⑥ ６欄は、複数の昇降機について同時に申請する場合には、申請する昇降機ごとに通
し番号を付した上で、第二面には第１番目の昇降機について記入し、第２番目以降の
昇降機については、別紙に必要な事項を記入して添えてください。この際には、添付
する図面にもその番号を明示してください。
⑦ ６欄の「イ」は 「エレベーター 「エスカレーター」又は「小荷物専用昇降機」、 」、

、「 」 、「 」、「 」 「 」 、「 」 、の別を ロ は 乗用 寝台用 又は 自動車運搬用 の別を記入し ニ は
乗用エレベーター及び寝台用エレベーターについてのみ記入してください。
⑧ ６欄の「ヘ」は、エスカレーター、小荷物専用昇降機の概要を、また、認証型式部
材等製造者が製造した当該認証に係る型式部材等を有する場合は認証番号を記入して
ください。
⑨ 申請に係る昇降機を設置する建築物又は工作物の確認済証番号、確認済証交付年月
日及び確認済証交付者が把握できる場合には、 欄に記入してください。10
⑩ 建築物に関する確認申請と併せて申請する場合には、６欄に記載したものを第二号
様式に追加添付すれば、この様式を別途提出する必要はありません。
⑪ 計画の変更申請の際は、 欄に変更の概要について記入してください。10
⑫ ここに書き表せない事項で特に確認を受けようとする事項は、別紙に記載して添え
てください。



第八号様式（第一条の三、第二条、第二条の二、第三条の三関係 （昇降機以）

外の建築設備用 （Ａ４））

確認申請書（昇降機以外の建築設備）

（第一面）

建築基準法第 87条の 2において準用する同法第６条第１項又は第６条の２第

。 、１項の規定による確認を申請します この申請書及び添付図書に記載の事項は

事実に相違ありません。

建築主事又は指定確認検査機関 様

平成 年 月 日

申請者氏名 印

※手数料欄

※受付欄 ※決裁欄 ※確認番号欄

平成 年 月 日 平成 年 月 日

第 号 第 号

係員印 係員印



（第二面）

【１．設置主】
【イ．氏名のフリガナ】
【ロ．氏名】
【ハ．郵便番号】
【ニ．住所】
【ホ．電話番号】

【２．代理者】
【イ．資格】 （ ）建築士 （ ）登録第 号
【ロ．氏名】
【ハ．建築士事務所名】 （ ）建築士事務所（ ）知事登録第 号

【ニ．郵便番号】
【ホ．所在地】
【ヘ．電話番号】

【３．設計者】
（代表となる設計者）
【イ．資格】 （ ）建築士 （ ）登録第 号
【ロ．氏名】
【ハ．建築士事務所名】 （ ）建築士事務所（ ）知事登録第 号

【ニ．郵便番号】
【ホ．所在地】
【ヘ．電話番号】
【ト．作成した設計図書】

（その他の設計者）
【イ．資格】 （ ）建築士 （ ）登録第 号
【ロ．氏名】
【ハ．建築士事務所名】 （ ）建築士事務所（ ）知事登録第 号

【ニ．郵便番号】
【ホ．所在地】
【ヘ．電話番号】
【ト．作成した設計図書】

【イ．資格】 （ ）建築士 （ ）登録第 号
【ロ．氏名】
【ハ．建築士事務所名】 （ ）建築士事務所（ ）知事登録第 号

【ニ．郵便番号】
【ホ．所在地】
【ヘ．電話番号】
【ト．作成した設計図書】

【イ．資格】 （ ）建築士 （ ）登録第 号
【ロ．氏名】
【ハ．建築士事務所名】 （ ）建築士事務所（ ）知事登録第 号

【ニ．郵便番号】
【ホ．所在地】
【ヘ．電話番号】
【ト．作成した設計図書】

【４．工事施工者】
【イ．氏名】
【ロ．営業所名】 建設業の許可（ ）第 号

【ハ．郵便番号】
【ニ．所在地】
【ホ．電話番号】

【５．設置する建築物】
【イ．所在地】
【ロ．名称のフリガナ】
【ハ．名称】
【ニ．用途】

【６．建築設備の概要】

【７．工事着手予定年月日】 平成 年 月 日

【８．工事完了予定年月日】 平成 年 月 日

【９．特定工程工事終了予定年月日】 （特定工程）
（第 回） 平成 年 月 日 （ ）
（第 回） 平成 年 月 日 （ ）



【 ．備考】10



（注意）
１．各面共通関係
数字は算用数字を、単位はメートル法を用いてください。

２．第一面関係
①申請者の氏名の記載を自署で行う場合においては、押印を省略することができます。
②※印のある欄は記入しないでください。
３．第二面関係
① 設置者が２以上のときは、１欄は代表となる設置者について記入し、別紙に他の設
置者についてそれぞれ必要な事項を記入して添えてください。
② 設置者からの委任を受けて申請を行う者がいる場合においては、２欄に記入してく
ださい。
③ ２欄及び３欄は、代理者又は設計者が建築士事務所に属しているときは、その名称
を書き、建築士事務所に属していないときは、所在地はそれぞれ代理者又は設計者の
住所を書いてください。
④ ３欄は、代表となる設計者並びに申請に係る建築設備に係る他のすべての設計者に
ついて記入してください。記入欄が不足する場合には、別紙に必要な事項を記入して
添えてください。
⑤ ４欄は、工事施工者が２以上のときは、代表となる工事施工者について記入し、別
紙に他の工事施工者についてそれぞれ必要な事項を記入して添えてください。工事施
工者が未定のときは、後で定まってから工事着手前に届け出てください。
⑥ 認証型式部材等製造者が製造した当該認証に係る型式部材等を有する場合は、６欄
に認証番号を記入すれば、概要を記載する必要はありません。
⑦ 申請に係る建築設備を設置する建築物の確認済証番号、確認済証交付年月日及び確
認済証交付者が把握できる場合には、 欄に記入してください。10
⑧ 建築物に関する確認申請と併せて申請する場合には、６欄に記載したものを第二号
様式に追加添付すれば、この様式を別途提出する必要はありません。
⑨ 計画の変更申請の際は、 欄に変更の概要について記入してください。10
⑩ ここに書き表せない事項で特に確認を受けようとする事項は、別紙に記載して添え
てください。



第九号様式（第二条、第二条の二、第三条の三関係 （昇降機用 （Ａ４）） ）

計画変更確認申請書（昇降機）

（第一面）

建築基準法第 87条の 2において準用する同法第６条第１項又は第６条の２第

１項の規定による計画の変更の確認を申請します。この申請書及び添付図書に

記載の事項は、事実に相違ありません。

建築主事又は指定確認検査機関 様

第 号

平成 年 月 日

申請者氏名 印

【計画を変更する昇降機の直前の確認】

【確認済証番号】 第 号

【確認済証交付年月日】 平成 年 月 日

【確認済証交付者】

【計画変更の概要】

※手数料欄

※受付欄 ※決裁欄 ※確認番号欄

平成 年 月 日 平成 年 月 日

第 号 第 号

係員印 係員印

（注意）

① 申請者の氏名の記載を自署で行う場合においては、押印を省略するこ

とができます。

② 数字は算用数字を用いてください。

③ ※印のある欄は記入しないでください。



第九号様式（第二条、第二条の二、第三条の三関係 （昇降機以外の建築設備）

用 （Ａ４））

計画変更確認申請書（昇降機以外の建築設備）

（第一面）

建築基準法第 87条の 2において準用する同法第６条第１項又は第６条の２第

１項の規定による計画の変更の確認を申請します。この申請書及び添付図書に

記載の事項は、事実に相違ありません。

建築主事又は指定確認検査機関 様

第 号

平成 年 月 日

申請者氏名 印

【計画を変更する建築設備の直前の確認】

【確認済証番号】 第 号

【確認済証交付年月日】 平成 年 月 日

【確認済証交付者】

【計画変更の概要】

※手数料欄

※受付欄 ※決裁欄 ※確認番号欄

平成 年 月 日 平成 年 月 日

第 号 第 号

係員印 係員印

（注意）

① 申請者の氏名の記載を自署で行う場合においては、押印を省略するこ

とができます。

② 数字は算用数字を用いてください。

③ ※印のある欄は記入しないでください。



第十五号の二様式（第三条の四関係 （Ａ４））

建築基準法第６条の２条第９項の規定による

適合しない旨の通知書

第 号

平成 年 月 日

建築主、設置者又は築造主 様

指定確認検査機関 印

別添の確認申請書及び添付図書に記載の計画は、下記の理由により建築基準

法第６条第１項（同法第６条の３第１項の規定により読み替えて適用される同

法第６条第１項）の建築基準関係規定に適合しないことを認めましたので、同

条第９項（同法第 87条第１項、第 87条の２又は第 88条第１項若しくは第２項に

おいて準用する場合を含む ）の規定により通知します。。

なお、この処分に不服があるときは、この通知を受けた日の翌日から起算し

て 60日以内に 建築審査会に対して審査請求をすることができます（な

お、この通知を受けた日の翌日から起算して 60日以内であつても、処分の日か

ら１年を経過すると審査請求をすることができなくなります 。また、当該。）

審査請求に対する裁決の送達を受けた日の翌日から起算して６か月以内に

を被告として（訴訟において を代表する者は とな

ります 、処分の取消しの訴えを提起することができます（なお、裁決の送。）

達を受けた日の翌日から起算して６か月以内であつても、裁決の日から１年を

経過すると処分の取消しの訴えを提起することができなくなります 。ただ。）

し、当該処分の取消しの訴えは、当該裁決を経た後でなければ、提起すること

ができません（①審査請求があつた日から３か月を経過しても裁決がないとき

②処分、処分の執行又は手続の続行により生ずる著しい損害を避けるため緊急

の必要があるとき③その他裁決を経ないことにつき正当な理由があるときを除

きます 。。）

（理由）



第十五号の三様式（第三条の四関係 （Ａ４））

建築基準法第６条の２第９項の規定による

適合するかどうかを決定することができない旨の通知書

第 号

平成 年 月 日

建築主、設置者又は築造主 様

指定確認検査機関 印

下記による確認申請書は、下記の理由により建築基準法第６条第１項（同法

第６条の３第１項の規定により読み替えて適用される同法第６条第１項）の建

築基準関係規定に適合するかどうかを決定することができないので、同法第６

条の２第９項（同法第 87条第１項、第 87条の２又は第 88条第１項若しくは第２

項において準用する場合を含む ）の規定により通知します。。

なお、この処分に不服があるときは、この通知を受けた日の翌日から起算し

て 60日以内に 建築審査会に対して審査請求をすることができます（な

お、この通知を受けた日の翌日から起算して 60日以内であつても、処分の日か

ら１年を経過すると審査請求をすることができなくなります 。また、当該。）

審査請求に対する裁決の送達を受けた日の翌日から起算して６か月以内に

を被告として（訴訟において を代表する者は とな

ります 、処分の取消しの訴えを提起することができます（なお、裁決の送。）

達を受けた日の翌日から起算して６か月以内であつても、裁決の日から１年を

経過すると処分の取消しの訴えを提起することができなくなります 。ただ。）

し、当該処分の取消しの訴えは、当該裁決を経た後でなければ、提起すること

ができません（①審査請求があつた日から３か月を経過しても裁決がないとき

②処分、処分の執行又は手続の続行により生ずる著しい損害を避けるため緊急

の必要があるとき③その他裁決を経ないことにつき正当な理由があるときを除

きます 。。）

記

１．申請年月日 平成 年 月 日

２．建築場所、設置場所又は築造場所

（理由）

（備考）



第十六号様式（第三条の五関係 （Ａ４））

建築基準法第６条の２第 10項の規定による

確認審査報告書

第 号

平成 年 月 日

特定行政庁 様

指定確認検査機関名 印

、 （ 、下記による計画について 建築基準法第６条の２第１項 同法第 87条第１項

第 87条の２又は第 88条第１項若しくは第２項において準用する場合を含む ）。

の規定による確認のための審査を行つたので、同法第６条の２第 10項（同法第

87条第１項、第 87条の２又は第 88条第１項若しくは第２項において準用する場

合を含む ）の規定により、当該審査の結果を報告します。。

記

１．建築主、設置者又は築造主氏名

２．確認審査の結果

３．確認済証番号 第 号

４．確認済証交付年月日 平成 年 月 日

５．確認審査を行つた確認検査員氏名

６．構造計算適合性判定の結果

７．構造計算適合性判定の結果を記載した通知書の番号

８．構造計算適合性判定の結果を記載した通知書の交付年月日

９．構造計算適合性判定の結果を記載した通知書の交付者

10．建築場所、設置場所又は築造場所

11．建築物、建築設備若しくは工作物又はその部分の概要



第二十号の二様式（第四条の三の二関係 （Ａ４））

検査済証を交付できない旨の通知書

第 号

平成 年 月 日

建築主、設置者又は築造主 様

建築主事等職氏名 印

下記による工事は、建築基準法第７条第４項（同法第 87条の２又は第 88条第

。） 、１項若しくは第２項において準用する場合を含む の規定による検査の結果

下記の理由により同法第７条第５項に規定する検査済証を交付できないので、

通知します。

なお、この処分に不服があるときは、この通知を受けた日の翌日から起算し

て 60日以内に 建築審査会に対して審査請求をすることができます（な

お、この通知を受けた日の翌日から起算して 60日以内であつても、処分の日か

ら１年を経過すると審査請求をすることができなくなります 。また、当該。）

審査請求に対する裁決の送達を受けた日の翌日から起算して６か月以内に

を被告として（訴訟において を代表する者は とな

ります 、処分の取消しの訴えを提起することができます（なお、裁決の送。）

達を受けた日の翌日から起算して６か月以内であつても、裁決の日から１年を

経過すると処分の取消しの訴えを提起することができなくなります 。ただ。）

し、当該処分の取消しの訴えは、当該裁決を経た後でなければ、提起すること

ができません（①審査請求があつた日から３か月を経過しても裁決がないとき

②処分、処分の執行又は手続の続行により生ずる著しい損害を避けるため緊急

の必要があるとき③その他裁決を経ないことにつき正当な理由があるときを除

きます 。。）

記

１．確認済証番号 第 号

２．確認済証交付年月日 平成 年 月 日

３．確認済証交付者

４．建築場所、設置場所又は築造場所

５．検査を行つた建築物、建築設備若しくは工作物又はその部分の概要

６．検査年月日 平成 年 月 日

７．委任した建築主事氏名 印

（理由）

（備考）



第二十三号の二様式（第四条の五の二関係 （Ａ４））

検査済証を交付できない旨の通知書

第 号

平成 年 月 日

建築主、設置者又は築造主 様

指定確認検査機関 印

下記に係る工事は、建築基準法第７条の２第１項（同法第 87条の２又は第 88

条第１項若しくは第２項において準用する場合を含む ）の規定による検査の。

結果、下記の理由により同法第７条の２第５項に規定する検査済証を交付でき

ないので、通知します。

なお、この処分に不服があるときは、この通知を受けた日の翌日から起算し

て 60日以内に 建築審査会に対して審査請求をすることができます（な

お、この通知を受けた日の翌日から起算して 60日以内であつても、処分の日か

ら１年を経過すると審査請求をすることができなくなります 。また、当該。）

審査請求に対する裁決の送達を受けた日の翌日から起算して６か月以内に

を被告として（訴訟において を代表する者は とな

ります 、処分の取消しの訴えを提起することができます（なお、裁決の送。）

達を受けた日の翌日から起算して６か月以内であつても、裁決の日から１年を

経過すると処分の取消しの訴えを提起することができなくなります 。ただ。）

し、当該処分の取消しの訴えは、当該裁決を経た後でなければ、提起すること

ができません（①審査請求があつた日から３か月を経過しても裁決がないとき

②処分、処分の執行又は手続の続行により生ずる著しい損害を避けるため緊急

の必要があるとき③その他裁決を経ないことにつき正当な理由があるときを除

きます 。。）

記

１．確認済証番号 第 号

２．確認済証交付年月日 平成 年 月 日

３．確認済証交付者

４．建築場所、設置場所又は築造場所

５．検査を行つた建築物、建築設備若しくは工作物又はその部分の概要

６．検査年月日 平成 年 月 日

（理由）

（備考）



第二十五号様式（第四条の七関係 （Ａ４））

建築基準法第７条の２第６項の規定による

完了検査報告書

第 号

平成 年 月 日

特定行政庁 様

指定確認検査機関名 印

下記に係る工事について、建築基準法第７条の２第１項（同法第 87条の２又

は第 88条第１項若しくは第２項において準用する場合を含む ）の規定による。

検査を行つたので、同法第７条の２第６項（同法第 87条の２又は第 88条第１項

若しくは第２項において準用する場合を含む ）の規定により、当該検査の結。

果を報告します。

記

１．建築主、設置者又は築造主氏名

２．確認済証番号 第 号

３．確認済証交付年月日 平成 年 月 日

４．確認済証交付者

５．建築場所、設置場所又は築造場所

６．検査を行つた建築物、建築設備若しくは工作物又はその部分の概要

７．検査後も引き続き建築基準法第３条第２項（同法第 86条の９第１項にお

いて準用する場合を含む ）の規定の適用を受ける場合は、その根拠と。

なる規定及び不適合の規定

８．検査年月日 平成 年 月 日

９．検査を行つた確認検査員氏名

10．検査結果（法不適合の場合は、事由を記載）

11．検査済証番号 第 号

12．検査済証交付年月日 平成 年 月 日



第二十七号様式（第四条の九関係 （Ａ４））

中間検査合格証を交付できない旨の通知書

第 号

平成 年 月 日

建築主、設置者又は築造主 様

建築主事等職氏名 印

下記による特定工程に係る工事は、建築基準法第７条の３第４項（同法第 87

条の２又は第 88条第１項において準用する場合を含む ）の規定による検査の。

結果、下記の理由により同法第７条の３第５項に規定する中間検査合格証を交

付できないので、通知します。

なお、この処分に不服があるときは、この通知を受けた日の翌日から起算し

て 60日以内に 建築審査会に対して審査請求をすることができます（な

お、この通知を受けた日の翌日から起算して 60日以内であつても、処分の日か

ら１年を経過すると審査請求をすることができなくなります 。また、当該。）

審査請求に対する裁決の送達を受けた日の翌日から起算して６か月以内に

を被告として（訴訟において を代表する者は とな

ります 、処分の取消しの訴えを提起することができます（なお、裁決の送。）

達を受けた日の翌日から起算して６か月以内であつても、裁決の日から１年を

経過すると処分の取消しの訴えを提起することができなくなります 。ただ。）

し、当該処分の取消しの訴えは、当該裁決を経た後でなければ、提起すること

ができません（①審査請求があつた日から３か月を経過しても裁決がないとき

②処分、処分の執行又は手続の続行により生ずる著しい損害を避けるため緊急

の必要があるとき③その他裁決を経ないことにつき正当な理由があるときを除

きます 。。）

記

１．確認済証番号 第 号

２．確認済証交付年月日 平成 年 月 日

３．確認済証交付者

４．建築場所、設置場所又は築造場所

５．検査を行つた建築物、建築設備若しくは工作物又はその部分の概要

６．特定工程

７．検査年月日 平成 年 月 日

８．委任した建築主事氏名 印

（理由）

（備考）



第三十号の二様式（第四条の十二の二関係 （Ａ４））

中間検査合格証を交付できない旨の通知書

第 号

平成 年 月 日

建築主、設置者又は築造主 様

指定確認検査機関 印

下記による特定工程に係る工事は、建築基準法第７条の４第１項（同法第 87

条の２又は第 88条第１項において準用する場合を含む ）の規定による検査の。

結果、下記の理由により同法第７条の４第３項に規定する中間検査合格証を交

付できないので、通知します。

なお、この処分に不服があるときは、この通知を受けた日の翌日から起算し

て 60日以内に 建築審査会に対して審査請求をすることができます（な

お、この通知を受けた日の翌日から起算して 60日以内であつても、処分の日か

ら１年を経過すると審査請求をすることができなくなります 。また、当該。）

審査請求に対する裁決の送達を受けた日の翌日から起算して６か月以内に

を被告として（訴訟において を代表する者は とな

ります 、処分の取消しの訴えを提起することができます（なお、裁決の送。）

達を受けた日の翌日から起算して６か月以内であつても、裁決の日から１年を

経過すると処分の取消しの訴えを提起することができなくなります 。ただ。）

し、当該処分の取消しの訴えは、当該裁決を経た後でなければ、提起すること

ができません（①審査請求があつた日から３か月を経過しても裁決がないとき

②処分、処分の執行又は手続の続行により生ずる著しい損害を避けるため緊急

の必要があるとき③その他裁決を経ないことにつき正当な理由があるときを除

きます 。。）

記

１．確認済証番号 第 号

２．確認済証交付年月日 平成 年 月 日

３．確認済証交付者

４．建築場所、設置場所又は築造場所

５．検査を行つた建築物、建築設備若しくは工作物又はその部分の概要

６．特定工程

７．検査年月日 平成 年 月 日

（理由）

（備考）



第三十二号様式（第四条の十四関係 （Ａ４））

建築基準法第７条の４第６項の規定による

中間検査報告書

第 号

平成 年 月 日

特定行政庁 様

指定確認検査機関名 印

下記による特定工程に係る工事について、建築基準法第７条の４第１項（同

法第 87条の２又は第 88条第１項において準用する場合を含む ）の規定による。

検査を行つたので、同法第７条の４第６項（同法第 87条の２又は第 88条第１項

。） 、 。において準用する場合を含む の規定により 当該検査の結果を報告します

記

１．建築主、設置者又は築造主氏名

２．確認済証番号 第 号

３．確認済証交付年月日 平成 年 月 日

４．確認済証交付者

５．建築場所、設置場所又は築造場所

６．検査を行つた建築物、建築設備若しくは工作物又はその部分の概要

７．特定工程

８．検査年月日 平成 年 月 日

９．検査を行つた確認検査員氏名

10．検査結果（法不適合の場合は、事由を記載）

11．中間検査合格証番号 第 号

12．中間検査合格証交付年月日 平成 年 月 日

13．検査対象に関する特記事項



第四十二号様式（第八条の二関係 （Ａ４））

建築基準法第 18条第２項の規定による

計画通知書（建築物）

（第一面）

建築基準法第 18条第２項の規定により計画を通知します。

建築主事 様

第 号

平成 年 月 日

通知者官職 印

設計者氏名 印

※手数料欄

※受付欄 ※消防関係同意欄 ※決裁欄 ※確認番号欄

平成 年 月 日 平成 年 月 日

第 号 第 号

係員印 係員印

（注意）

１．第２面から第５面までとして別記第２号様式の第２面から第５面までに記

載すべき事項を記載した書類を添えてください。

２．別記第２号様式の（注意）に準じて記入してください。



第四十二号の二様式（第八条の二関係 （Ａ４））

建築基準法第 18条第２項の規定による

計画変更通知書（建築物）

（第一面）

建築基準法第 18条第２項の規定により計画の変更を通知します。

建築主事 様

第 号

平成 年 月 日

通知者官職 印

設計者氏名 印

【計画を変更する建築物の直前の確認】

【確認済証番号】 第 号

【確認済証交付年月日】 平成 年 月 日

【確認済証交付者】

【計画変更の概要】

※手数料欄

※受付欄 ※消防関係同意欄 ※決裁欄 ※確認番号欄

平成 年 月 日 平成 年 月 日

第 号 第 号

係員印 係員印

（注意）

別記第４号様式の（注意）に準じて記入してください。



第四十二号の三様式（第八条の二関係 （Ａ４））

建築基準法第 18条第３項の規定による

確認済証

第 号

平成 年 月 日

建築主、設置者又は築造主 様

建築主事 印

下記の計画は、建築基準法第 18条第３項（同法第６条の３第１項の規定によ

り読み替えて適用される同法第６条第１項）の建築基準関係規定に適合してい

ることを証明する。

記

１．通知年月日 平成 年 月 日付け第 号

２．建築場所、設置場所又は築造場所

３．建築物、建築設備若しくは工作物又はその部分の概要

４．構造計算適合性判定の結果を記載した通知書の番号

５．構造計算適合性判定の結果を記載した通知書の交付年月日

６．構造計算適合性判定の結果を記載した通知書の交付者

（注意）この証は、大切に保存しておいてください。



第四十二号の四様式（第八条の二関係 （Ａ４））

建築基準法第６条第４項に規定する期間を延長する旨の通知書

第 号

平成 年 月 日

建築主、設置者又は築造主 様

建築主事 印

下記の計画は、下記の理由により建築基準法第６条第４項に規定する期間内

に確認済証を交付できないので、下記期間の範囲内において同項の期間を延長

することを、同法第 18条第 11項の規定により通知します。

記

１．通知年月日 平成 年 月 日付け第 号

２．建築場所、設置場所又は築造場所

（理由）

（延長する期間）

（備考）



第四十二号の五様式（第八条の二関係 （Ａ４））

建築基準法第 18条第３項の規定による

適合しない旨の通知書

第 号

平成 年 月 日

建築主、設置者又は築造主 様

建築主事 印

別添の確認申請書及び添付図書に記載の計画は、下記の理由により建築基準

法第 18条第３項（同法第６条の３第１項の規定により読み替えて適用される同

法第６条第１項）の建築基準関係規定に適合しないことを認めましたので、通

知します。

（理由）



第四十二号の六様式（第八条の二関係 （Ａ４））

建築基準法第 18条第 12項の規定による

適合するかどうかを決定することができない旨の通知書

第 号

平成 年 月 日

建築主、設置者又は築造主 様

建築主事 印

下記の計画は、下記の理由により建築基準法第６条第１項（同法第６条の３

第１項の規定により読み替えて適用される同法第６条第１項）の建築基準関係

規定に適合するかどうかを決定することができないので 同法第 18条第 12項 同、 （

法第 87条第１項、第 87条の２又は第 88条第１項若しくは第２項において準用す

る場合を含む ）の規定により通知します。。

記

１．通知年月日 平成 年 月 日付け第 号

２．建築場所、設置場所又は築造場所

（理由）

（備考）



第四十二号の七様式（第八条の二関係 （昇降機用 （Ａ４）） ）

建築基準法第 87条の２において準用する同法第 18条第２項の規定による

計画通知書（昇降機）

（第一面）

建築基準法第 87条の２において準用する同法第 18条第２項の規定により計画

を通知します。

建築主事 様

第 号

平成 年 月 日

通知者官職 印

※手数料欄

※受付欄 ※決裁欄 ※確認番号欄

平成 年 月 日 平成 年 月 日

第 号 第 号

係員印 係員印

（注意）

１．第２面として別記第８号様式（昇降機用）の第２面に記載すべき事項を記

載した書類を添えてください。

２．別記第８号様式（昇降機用）の（注意）に準じて記入してください。



第四十二号の七様式（第八条の二関係 （昇降機以外の建築設備用 （Ａ４）） ）

建築基準法第 87条の２において準用する同法第 18条第２項の規定による

計画通知書（昇降機以外の建築設備）

（第一面）

建築基準法第 87条の２において準用する同法第 18条第２項の規定により計画

を通知します。

建築主事 様

第 号

平成 年 月 日

通知者官職 印

※手数料欄

※受付欄 ※決裁欄 ※確認番号欄

平成 年 月 日 平成 年 月 日

第 号 第 号

係員印 係員印

（注意）

１．第２面として別記第８号様式（昇降機以外の建築設備用）の第２面に記載

すべき事項を記載した書類を添えてください。

２．別記第８号様式（昇降機以外の建築設備用）の（注意）に準じて記入して

ください。



第四十二号の八様式（第八条の二関係 （昇降機用 （Ａ４）） ）

建築基準法第 87条の２において準用する同法第 18条第２項の規定による

計画変更通知書（昇降機）

（第一面）

建築基準法第 87条の２において準用する同法第 18条第２項の規定により計画

の変更を通知します。

建築主事 様

第 号

平成 年 月 日

通知者官職 印

【計画変更する昇降機の直前の確認】

【確認済証番号】 第 号

【確認済証交付年月日】 平成 年 月 日

【確認済証交付者】

【計画変更の概要】

※手数料欄

※受付欄 ※決裁欄 ※確認番号欄

平成 年 月 日 平成 年 月 日

第 号 第 号

係員印 係員印

（注意）

別記第９号様式（昇降機用）の（注意）に準じて記入してください。



第四十二号の八様式（第八条の二関係 （昇降機以外の建築設備用 （Ａ４）） ）

建築基準法第 87条の２において準用する同法第 18条第２項の規定による

計画変更通知書（昇降機以外の建築設備）

（第一面）

建築基準法第 87条の２において準用する同法第 18条第２項の規定により計画

の変更を通知します。

建築主事 様

第 号

平成 年 月 日

通知者官職 印

【計画変更する建築設備の直前の確認】

【確認済証番号】 第 号

【確認済証交付年月日】 平成 年 月 日

【確認済証交付者】

【計画変更の概要】

※手数料欄

※受付欄 ※決裁欄 ※確認番号欄

平成 年 月 日 平成 年 月 日

第 号 第 号

係員印 係員印

（注意）

別記第９号様式（昇降機以外の建築設備用）の（注意）に準じて記入してく

ださい。



第四十二号の九様式（第八条の二関係 （Ａ４））

建築基準法第 88条第１項において準用する同法第 18条第２項の規定による

計画通知書（工作物）

（第一面）

建築基準法第 88条第１項において準用する同法第 18条第２項の規定により計

画を通知します。

建築主事 様

第 号

平成 年 月 日

通知者官職 印

※手数料欄

※受付欄 ※決裁欄 ※確認番号欄

平成 年 月 日 平成 年 月 日

第 号 第 号

係員印 係員印

（注意）

１．第２面として別記第 10号様式の第２面に記載すべき事項を記載した書類を

添えてください。

２．別記第 10号様式の（注意）に準じて記入してください。



第四十二号の十様式（第八条の二関係 （Ａ４））

建築基準法第 88条第２項において準用する同法第 18条第２項の規定による

計画通知書（工作物）

（第一面）

建築基準法第 88条第２項において準用する同法第 18条第２項の規定により計

画を通知します。

建築主事 様

第 号

平成 年 月 日

通知者官職 印

※手数料欄

※受付欄 ※決裁欄 ※確認番号欄

平成 年 月 日 平成 年 月 日

第 号 第 号

係員印 係員印

（注意）

１．第２面として別記第 11号様式の第２面に記載すべき事項を記載した書類を

添えてください。

２．別記第 11号様式の（注意）に準じて記入してください。



第四十二号の十一様式（第八条の二関係 （Ａ４））

建築基準法第 88条第１項において準用する同法第 18条第２項の規定による

計画変更通知書（工作物）

（第一面）

建築基準法第 88条第１項において準用する同法第 18条第２項の規定により計

画の変更を通知します。

建築主事 様

第 号

平成 年 月 日

通知者官職 印

【計画を変更する工作物の直前の確認】

【確認済証番号】 第 号

【確認済証交付年月日】 平成 年 月 日

【確認済証交付者】

【計画変更の概要】

※手数料欄

※受付欄 ※決裁欄 ※確認番号欄

平成 年 月 日 平成 年 月 日

第 号 第 号

係員印 係員印

（注意）

別記第 13号様式の（注意）に準じて記入してください。



第四十二号の十二様式（第八条の二関係 （Ａ４））

建築基準法第 88条第２項において準用する同法第 18条第２項の規定による

計画変更通知書（工作物）

（第一面）

建築基準法第 88条第２項において準用する同法第 18条第２項の規定により計

画の変更を通知します。

建築主事 様

第 号

平成 年 月 日

通知者官職 印

【計画を変更する工作物の直前の確認】

【確認済証番号】 第 号

【確認済証交付年月日】 平成 年 月 日

【確認済証交付者】

【計画変更の概要】

※手数料欄

※受付欄 ※決裁欄 ※確認番号欄

平成 年 月 日 平成 年 月 日

第 号 第 号

係員印 係員印

（注意）

別記第 14号様式の（注意）に準じて記入してください。



第四十二号の十三様式（第八条の二関係 （Ａ４））

工事完了通知書

（第一面）

工事を完了しましたので、建築基準法第 18条第 14項（同法第 87条の２又は第

88条第１項若しくは第２項において準用する場合を含む ）の規定により、通。

知します。

建築主事 様

第 号

平成 年 月 日

通知者官職 印

第四面に記載の事項は、事実に相違ありません。

工事監理者氏名 印

【検査を受ける建築物等】

□建築物 □建築設備（昇降機）

□建築設備（昇降機以外） □工作物（昇降機）

□工作物（法第 88条第１項） □工作物（法第 88条第２項）

※手数料欄

※受付欄 ※検査の特例欄 ※検査欄 ※決裁欄 ※検査済証欄

平成 年 月 日 平成 年 月 日

第 号 第 号

係員印 係員印

（注意）

１．第２面から第４面までとして別記第 19号様式の第２面から第４面までに記

載すべき事項を記載した書類を添えてください。

２．別記第 19号様式の（注意）に準じて記入してください。



第四十二号の十四様式（第八条の二関係 （Ａ４））

工事完了通知書

（第一面）

工事を完了しましたので、建築基準法第 87条第１項において準用する同法第

18条第 14項の規定により、通知します。

建築主事 様

第 号

平成 年 月 日

通知者官職 印

※受付欄

平成 年 月 日

第 号

係員印

（注意）

１．第２面及び第３面として別記第 20号様式の第２面及び第３面に記載すべき

事項を記載した書類を添えてください。

２．別記第 20号様式の（注意）に準じて記入してください。



第四十二号の十五様式（第八条の二関係 （Ａ４））

検査済証を交付できない旨の通知書

第 号

平成 年 月 日

建築主、設置者又は築造主 様

建築主事等職氏名 印

下記に係る工事は、建築基準法第 18条第 15項（同法第 87条の２又は第 88条第

。） 、１項若しくは第２項において準用する場合を含む の規定による検査の結果

下記の理由により同法第 18条第 16項に規定する検査済証を交付できないので、

通知します。

記

１．確認済証番号 第 号

２．確認済証交付年月日 平成 年 月 日

３．確認済証交付者

４．建築場所、設置場所又は築造場所

５．検査を行つた建築物、建築設備若しくは工作物又はその部分の概要

６．検査年月日 平成 年 月 日

７．委任した建築主事氏名 印

（理由）

（備考）



第四十二号の十六様式（第八条の二関係 （Ａ４））

建築基準法第 18条第 16項の規定による

検査済証

第 号

平成 年 月 日

建築主、設置者又は築造主 様

建築主事等職氏名 印

下記に係る工事は、建築基準法第 18条第 15項（同法第 87条の２又は第 88条第

。） 、１項若しくは第２項において準用する場合を含む の規定による検査の結果

同法第 18条第３項（同法第６条の３第１項の規定により読み替えて適用される

同法第６条第１項）の建築基準関係規定に適合していることを証明する。

記

１．確認済証番号 第 号

２．確認済証交付年月日 平成 年 月 日

３．建築場所、設置場所又は築造場所

４．検査を行つた建築物、建築設備若しくは工作物又はその部分の概要

５．検査年月日 平成 年 月 日

６．委任した建築主事氏名 印

（注意）この証は、大切に保存しておいてください。



第四十二号の十七様式（第八条の二関係 （Ａ４））

特定工程工事終了通知書

（第一面）

特定工程に係る工事を終えましたので、建築基準法第 18条第 17項（同法第 87

条の２又は第 88条第１項において準用する場合を含む ）の規定により、通知。

します。

建築主事 様

第 号

平成 年 月 日

通知者官職 印

第四面に記載の事項は、事実に相違ありません。

工事監理者氏名 印

【検査を受ける建築物等】

□建築物 □建築設備（昇降機）

□建築設備（昇降機以外） □工作物（昇降機）

□工作物（法第 88条第１項）

※手数料欄

※受付欄 ※検査の特例欄 ※検査欄 ※決裁欄 ※中間検査合格証欄

平成 年 月 日 平成 年 月 日

第 号 第 号

係員印 係員印

（注意）

１．第２面から第４面までとして別記第 26号様式の第２面から第４面までに記

載すべき事項を記載した書類を添えてください。

２．別記第 26号様式の（注意）に準じて記入してください。



第四十二号の十八様式（第八条の二関係 （Ａ４））

中間検査合格証を交付できない旨の通知書

第 号

平成 年 月 日

建築主、設置者又は築造主 様

建築主事等職氏名 印

下記による特定工程に係る工事は、建築基準法第 18条第 18項（同法第 87条の

。） 、２又は第 88条第１項において準用する場合を含む の規定による検査の結果

下記の理由により同法第 18条第 19項に規定する中間検査合格証を交付できない

ので通知します。

記

１．確認済証番号 第 号

２．確認済証交付年月日 平成 年 月 日

３．建築場所、設置場所又は築造場所

４．検査を行つた建築物、建築設備若しくは工作物又はその部分の概要

５．特定工程

６．検査年月日 平成 年 月 日

７．委任した建築主事氏名 印

（理由）

（備考）



第四十二号の十九様式（第八条の二関係 （Ａ４））

建築基準法第 18条第 19項の規定による

中間検査合格証

第 号

平成 年 月 日

建築主、設置者又は築造主 様

建築主事等職氏名 印

下記による特定工程に係る工事は、建築基準法第 18条第 19項（同法第 87条の

。） 、２又は第 88条第１項において準用する場合を含む の規定による検査の結果

同法第６条第１項（同法第６条の３第１項の規定により読み替えて適用される

同法第６条第１項）の建築基準関係規定に適合していることを証明する。

記

１．確認済証番号 第 号

２．確認済証交付年月日 平成 年 月 日

３．確認済証交付者

４．建築場所、設置場所又は築造場所

５．建築物、建築設備若しくは工作物又はその部分の概要

６．特定工程

７．検査年月日 平成 年 月 日

８．委任した建築主事氏名 印

９．検査対象に関する特記事項

（注意）この証は、大切に保存しておいてください。



第四十二号の二十様式（第八条の二関係 （Ａ４））

仮使用承認申請書

（第一面）

建築基準法第 18条第 22項第１号（同法第 87条の２又は第 88条第１項若しくは

第２項において準用する場合を含む ）の規定による仮使用の承認を申請しま。

す。

特定行政庁 様

第 号

平成 年 月 日

申請者官職 印

【仮使用の承認を申請する建築物等】

□建築物 □建築設備（昇降機）

□建築設備（昇降機以外） □工作物（昇降機）

□工作物（法第 88条第１項） □工作物（法第 88条第２項）

※受付欄 ※建築主事 ※審査担当者

印 印

平成 年 月 日 ※ ※決裁欄 ※承認番号 ※特記

特

第 号 記 平成 年 月 日

係員印 第 号

係員印

※条件

（注意）

１．第２面として別記第 33号様式の第２面に記載すべき事項を記載した書類を

添えてください。

２．別記第 33号様式の（注意）に準じて記入してください。



第四十二号の二十一様式（第八条の二関係 （Ａ４））

仮使用承認申請書

（第一面）

建築基準法第 18条第 22項第１号（同法第 87条の２又は第 88条第１項若しくは

第２項において準用する場合を含む ）の規定による仮使用の承認を申請しま。

す。

建築主事 様

第 号

平成 年 月 日

申請者官職 印

【仮使用の承認を申請する建築物等】

□建築物 □建築設備（昇降機）

□建築設備（昇降機以外） □工作物（昇降機）

□工作物（法第 88条第１項） □工作物（法第 88条第２項）

※受付欄 ※決裁欄 ※承認番号 ※特記

平成 年 月 日 平成 年 月 日

第 号 第 号

係員印 係員印

※条件

（注意）

１．第２面として別記様式第 34号様式の第２面に記載すべき事項を記載した書

類を添えてください。

２．別記様式第 34号様式の（注意）に準じて記入してください。



第四十二号の二十二様式（第八条の二関係 （Ａ４））

仮使用承認通知書

第 号

平成 年 月 日

建築主、設置者又は築造主 様

特定行政庁 印

下記に係る仮使用の承認の申請については、建築基準法第 18条第 22項第１号

（同法第 87条の２又は第 88条第１項若しくは第２項において準用する場合を含

む ）の規定による仮使用を承認しましたので、通知します。。

記

１．申請年月日 平成 年 月 日

２．敷地の地名地番又は設置する建築物若しくは工作物の所在地及び名称

３．仮に使用し、又は使用させることができる建築物、建築設備若しくは工

作物又はその部分の概要

（条件）

（注意）この通知書は、大切に保存しておいてください。



第四十二号の二十三様式（第八条の二関係 （Ａ４））

仮使用承認通知書

第 号

平成 年 月 日

建築主、設置者又は築造主 様

建築主事 印

下記に係る仮使用の承認の申請については、建築基準法第 18条第 22項第１号

（同法第 87条の２又は第 88条第１項若しくは第２項において準用する場合を含

む ）の規定による仮使用を承認しましたので、通知します。。

記

１．申請年月日 平成 年 月 日

２．敷地の地名地番又は設置する建築物若しくは工作物の所在地及び名称

３．仮に使用し、又は使用させることができる建築物、建築設備若しくは工

作物又はその部分の概要

（条件）

（注意）この通知書は、大切に保存しておいてください。



第四十二号の二十四様式（第十条の二関係）（Ａ４） 
 

指定道路調書 

（第一面） 

 

整理番号   指定道路図対照番号  指定道路の種類  

指定の年月日  指定道路の延長 メートル 指定道路の幅員 メートル  

指定道路の位置 
  
 

申請者の氏名  

水平距離指定の年月日  水平距離指定に係る道路の部分の延長 メートル 水平距離 メートル  

水平距離指定に 
係る道路の部分の

位置 
 

その他  

 



（第二面） 
 
位置図 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（注意） 
１．「指定道路の種類」欄は、建築基準法第４２条第１項第４号の規定による指定に係る道路は「４号道路」、同法第４２条第１項第５号の規定
による指定に係る道路は「５号道路」、同法第４２条第２項の規定による指定に係る道路は「２項道路」、同法第４２条第４項の規定による指
定に係る道路は「４項道路」、同法第６８条の７第１項の規定による指定に係る道路は「予定道路」と記載すること。 
２．「申請者の氏名」欄は、建築基準法第４２条第１項第５号の規定による指定をした場合に記載すること。 
３．「水平距離指定の年月日」欄、「水平距離指定に係る道路の部分の位置」欄、「水平距離指定に係る道路の部分の延長」欄及び「水平距離」欄は、建
築基準法第４２条第３項の規定による水平距離の指定をした場合に記載すること。 
４．位置図には、方位、縮尺、指定道路の位置、延長及び幅員並びに水平距離指定に係る道路の部分の位置及び延長並びに水平距離を表示すること。また、
必要に応じて関係図面を添付すること。 



第六十八号様式（第十一条関係 （木板、プラスチック板その他これらに類するものとする））

35cm以上

建築基準法による確認済

確 認 年 月 日 番 号 平成 年 月 日 第 号

確 認 済 証 交 付 者

建 築 主 又 は

築 造 主 氏 名

25cm

以上 設 計 者 氏 名

工 事 監 理 者 氏 名

工 事 施 工 者 氏 名

工 事 現 場 管 理 者 氏 名

建 築 確 認 に 係 る

そ の 他 の 事 項


